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３ 福岡市・福岡国際空港㈱協議会について 

福岡市は、空港運営会社との間で、相互の協力と密接かつ持続的な連携により、福岡空

港及び地域の活性化を図ることを目的として、パートナーシップ協定を締結し、市独自の

協議の場（福岡市・福岡国際空港㈱協議会）を設置している。 

（令和 5年 1 月以降分） 

開催日・出席者 概  要 

令和 5年 2月 3日（協議会） 

【福岡市】 

市長、副市長、 

港湾空港局長、理事 他 

【運営会社】 

社長、副社長、 

経営企画本部長 他 

・事務局から、今年度に開催した幹事会の概要を報告。 

・運営会社から、12月の旅客数は、2018年と比較して国内線は同

水準まで回復、国際線も約 6割まで回復しているなど、運航状況

についての説明。市から、現在の保安検査場の混雑緩和の取組み

を求めるとともに、増設滑走路の完成を見据え、姉妹都市である

広州などをはじめとしたアジアの未就航都市などの路線誘致に

連携して取り組むことを確認。 

・運営会社から、国際線ターミナル整備での保安検査レーンの増

設、内際連絡バス専用道の整備、国内線地区における立体駐車場

や一般車乗降場の整備などの取組みについて説明があり、市か

ら、引き続き利用者の利便性向上に向けた取組みを要請。 

・世界水泳の開催に向け、市と運営会社が協力して、玄関口となる

福岡空港で、より良いおもてなしができるよう積極的に取り組

んでいくことを確認。 

・市から、空港の脱炭素化について、国の方針や市の計画を踏まえ

た積極的な取組みを要請。運営会社からは、国や空港内事業者と

連携して空港脱炭素化推進計画を策定し、取組みを進めていく

旨の発言があった。 

・市から次年度の事業計画策定にあたって、安全・安心で地域に寄

り添った空港運営や多様な航空ネットワークの強化を要請し、

運営会社から、これまでに出た意見を今後の計画や空港運営に

反映させていく旨の発言があった。 
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令和 5年 6月 6日（幹事会） 

【福岡市】 

港湾空港局長、理事、 

空港振興部長 他 

【運営会社】 

副社長、 

経営企画本部長 他 

 

・市から、前回の幹事会以降に開催された市議会における、空港

関連の主な質疑について説明。 

・市から、令和５年度予算及び主要施策について説明し、世界水

泳選手権福岡大会に向けたおもてなし事業についても紹介し協

力を依頼。 

・運営会社から、2022年度決算について報告があり、新型コロナ

ウイルス感染症の影響で依然として厳しい経営環境にあるが、

旅客数、便数の急速な回復により収支は改善傾向にあり、資金

繰りも確保できているとの説明があった。 

・運営会社から、2023年度事業計画について報告があり、これま

で市が依頼してきた安全安心で周辺地域に寄り添った空港運

営、航空ネットワークの強化、利用者利便の向上の事項が反映

されていることを確認。 

・市が求めていた空港の混雑緩和について、運営会社から、保安

検査における誘導員の配置や番台方式の導入、国内線駐車場に

おける国際線側駐車場への誘導の取り組みにより、いずれも大

きく改善が図られたとの説明があった。今年度、さらにスマー

トレーンの導入や新立体駐車場及び一般車乗降場の整備を進め

るとの発言があった。 

令和 5年 12月 4日（協議会） 

【福岡市】 

市長、副市長、 

港湾空港局長、理事 他 

【運営会社】 

社長、副社長、 

経営企画本部長 他 

・運営会社から、旅客数・便数については、コロナ前とほぼ同水

準まで回復した、保安検査場や駐車場については、各種対策の

実施により、現在、大きな混雑は発生していないとの報告があ

った。 

・滑走路増設やターミナル整備による空港の機能強化を契機に、

アジアの未就航都市などの路線誘致に連携して取り組むことを

確認。 

・運営会社から、ターミナルや内際連絡バス専用道など施設整備

の進捗状況について説明があり、市から、開発に伴う交通対策

の実施を求めた。また、高付加価値旅行者等の受け入れ環境整

備に向け、国への働きかけ等、連携して取り組むことを確認。 

・運営会社から、空港での脱炭素化推進については、国が策定す

る計画に沿って取り組みを進め、市のチャレンジ目標である

2040年度温室効果ガス排出量実質ゼロに貢献できるよう努力す

るとの発言があった。 

・市から、次期中期事業計画策定にあたって、安全・安心で地域

に寄り添った空港運営や多様な航空ネットワークの強化を要請

し、運営会社から、これまでに出た意見を今後の計画や空港運

営に反映させていく旨の発言があった。 


